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Ⅰ．「人手不足」・「人材不足」・・・・

１．「人手不足」の深刻化

資料出所：産経新聞2018年10月14日
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１．「人手不足」の深刻化
大手も中小も、人手不足を経営課題として挙げる企業が

最も多い。特に中堅・大手では切実。

Ⅰ．人材確保の取り組みと社会環境

JILPT(2016)「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査結果（企業調査）」
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Ⅰ.「人手不足」・「人材不足」

２．「人手不足」なんて思いもしなかった・・・
（１）戦後の総人口推移

総務省「国勢調査」より
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Ⅰ.「人手不足」・「人材不足」

（２）これからの日本の人口の推移

総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」より
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１．正社員の採用状況

（１）採用の有無

●回答企業全体ではほぼ

4社に3社が、過去３年の

間に正社員採用を実施。

●ただし、9人以下の企業

では実施企業が半数程度

にとどまる。

Ⅱ．採用の取り組みと悩み

JILPT(2016)「人材育成と能力開発の現状と課
題に関する調査結果（企業調査）」
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（２）新卒/中途の比重
●正社員を採用した企業

のうち、新卒/中途の双方

を採用する企業は約３割。

中途のみの採用が約6割。

●新卒/中途の双方を採

用する企業の割合、中途

のみ採用する企業の割合

は、規模による差異が非

常に大きい。

Ⅱ．採用の取り組みと悩み

JILPT(2016)「人材育成と能力開発の現状と課
題に関する調査結果（企業調査）」
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（３）採用した中途採用者

●回答企業全体では「35歳未満の若い人」（52．
9％）、「仕事に関わる資格を持った人」（34.7％）

を挙げる企業の比率が相対的に高い。

●規模が小さい企業でも回答の傾向は全体と変

わらないが、挙げる選択肢の数がより規模の小さ

い企業ほど少なくなる。

Ⅱ．採用の取り組みと悩み
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表 中途採用している人材

JILPT(2016)「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査結果（企業調査）」

Ⅱ．採用の取り組みと悩み
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２．正社員の採用活動における課題
「求人に対する応募が少ない」、「求めているレベルの人材

が採用できない」という指摘が相対的に多いが、規模のより

大きい企業ほど指摘率は高くなる。

Ⅱ．採用の取り組みと悩み

JILPT(2016)「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査結果（企業調査）」
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表 ３年離職率別にみた採用活動における課題

JILPT(2016)「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査結果（企業調査）」

Ⅱ．採用の取り組みと悩み

（単位：％）

求人に対する応募が少ない 65.3 求人に対する応募が少ない 53.3

求めているレベルの人材が採用できない 54.4 求めているレベルの人材が採用できない 45.6

採用してもすぐに辞めてしまう 36.2 応募者が中高年に偏る 20.6

応募者が中高年に偏る 25.6 高い賃金を払わないと人が採れない 19.2

高い賃金を払わないと人が採れない 24.5 特に課題はない 14.5

３年離職率３割以上 ３年離職率３割未満
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３．正社員の定着対策として重視している取り組み

定着対策として重視しているものとしては、「賃金などの処遇を

アップする」、「職場の人間関係を良くする」の回答率が規模を

問わず高い。

Ⅱ．採用の取り組みと悩み

JILPT(2016)「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査結果（企業調査）」
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表 ３年離職率別にみた定着対策の状況

JILPT(2016)「人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査結果（企業調査）」

Ⅱ．採用の取り組みと悩み

（単位：％）

賃金などの処遇をアップする 51.1 職場の人間関係を良くする 46.4

職場の人間関係を良くする 44.4 賃金などの処遇をアップする 45.1

長時間労働の抑制 32.6 快適な職場環境を提供する 33.0

快適な職場環境を提供する 29.4 長時間労働の抑制 32.7

社員の家庭生活（育児・介護など）へ
の配慮

29.2
社員の家庭生活（育児・介護など）へ
の配慮

29.9

３年離職率３割以上 ３年離職率３割未満
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１．定着と「働きがい」・「働きやすさ」

Ⅲ．従業員の定着と「働きがい」・「働きやすさ」

厚生労働省(2013)『働きやすさ・働きがいのある職場づくりに関する調査』
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２．働く人々の「働きがい」「働きやすさ」

どんな会社で働いている人が働きがい、働きやすさを

感じているのだろうか？

Ⅲ．従業員の定着と「働きがい」・「働きやすさ」

厚生労働省(2013)『働きやすさ・働きがいのある職場づくりに関する調査』
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３．勤務先の取り組みと「働きがい」
※取組みの有無と「働きがい」を感じる人の割合

Ⅲ．従業員の定着と「働きがい」・「働きやすさ」

実施企業 非実施企業
実施企業

－非実施企業

各自に与えられた仕事の意義や重要性についての説明 76.3 50.2 26.1

従業員の意見の経営計画への反映 74.7 50.5 24.2

本人の希望が出来るだけ尊重される配置 73.7 49.9 23.8

従業員の希望に応じた研修の実施 72.8 50.4 22.4

提案制度等による従業員の意見の吸い上げ 72.2 50.3 21.9

「働きがい」を感じる労働者の割合（％）

厚生労働省(2013)『働きやすさ・働きがいのある職場づくりに関する調査』
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・「実施」の数字・・・一番左の列に挙げた各取組み（例・「各自

に与えられた仕事の意義や重要性についての説明」）を、自

分の勤務先が実施しているという回答者のうち、働きがいを

感じている人の割合。

・「未実施」の数字・・・一番左の列に挙げた各取組みを、自分

の勤務先が実施していないという回答者のうち、働きがいを

感じている人の割合。

Ⅲ．従業員の定着と「働きがい」・「働きやすさ」
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●「実施」＞「未実施」で、両者の差が大きいほど、その取組み

が働きがいを向上させる効果が大きいこととなる。

●表にあげたのは、両者の差が大きい取組みベスト５。

→１）勤務先から従業員に対する説明、従業員の意見の吸い上

げといった、会社と従業員とのコミュニケーション

2）研修や配置において従業員の希望が尊重されていることや、

従業員の意見の経営への反映など、把握された従業員の意

向が実際の企業経営の中で実現されること

が「働きがい」を向上させる効果が大きい。

Ⅲ．従業員の定着と「働きがい」・「働きやすさ」
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４．勤務先の取り組みと「働きやすさ」
※取組みの有無と「働きやすさ」を感じる人の割合

Ⅲ．従業員の定着と「働きがい」・「働きやすさ」

実施企業 非実施企業
実施企業

－非実施企業

従業員の希望に応じた研修の実施 81.6 61.9 19.7

本人の希望が出来るだけ尊重される配置 81.1 61.5 19.6

法定外の健康診断など保健・医療面の補助 78.6 62.0 16.6

職場の安全管理に関する研修 78.2 61.9 16.3

各自に与えられた仕事の意義や重要性についての説明 78.6 62.4 16.2

「働きやすさ」を感じる労働者の割合（％）

厚生労働省(2013)『働きやすさ・働きがいのある職場づくりに関する調査』
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表にあげたのは、働きがいの表と同様、「実施」と「未実施」両

者の差が大きい取組みベスト５。

→「働きがい」の向上につながる効果も大きい

1）研修や配置において従業員の希望が尊重されていることや、

従業員の意見の経営への反映など、把握された従業員の意

向が実際の企業経営の中で実現されること

のほか、

2）保健・医療面での補助や、職場の安全管理に関する研修

など、従業員の健康面、作業環境への配慮

が「働きやすさ」を向上させる効果が大きい。

Ⅲ．従業員の定着と「働きがい」・「働きやすさ」



新たな人
材の入社

適応のため
の取り組み

職場への
適応

定着
活躍

人材像明確化
企業ｲﾒｰｼﾞUP

適切な雇用管理
労働条件 職場環境
教育訓練 評価制度

募集対象選定
採用選考方法

＜定着する環境の整備＞

＜ミスマッ
チの少ない
採用＞

１．採用→定着→採用の循環をいかに作るか

Ⅳ．人が定着して活躍する職場をいかにして作るか
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２．「働きがい」・「働きやすさ」をめぐるサイクル
●従業員の希望や意見を企業経営の中に反映させていくことや、

そうした希望・意見を把握するための取り組み

●従業員の仕事や役割の持つ意義について企業側から説明をし

ていくこと

が、従業員の「働きがい」や「働きやすさ」につながり、定着を促進

する。

⇒会社側が従業員の声に耳を傾け、それを経営上の取り組みと

して実現することが従業員の自主性を引き出し、さらにこの自主

性が新たな従業員の声へとつながっていくという「サイクル」の

重要性

Ⅳ．人が定着して活躍する職場をいかにして作るか
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サイクル形成の事例：自動車部品メーカーA社（従業員130人）

●月例報告会のやり方を変更。従来の月例報告会では、生産目

標の達成・未達成が議題であったが、製造現場のオペレーターに

生産計画の目的や、発生する問題の背景や対策などを検討する

ように変更。

●報告を担当するのも変更前は社長のみであったが、変更後

は議題に関係する課の課長と技術スタッフも加わる。

⇒こうした変更の結果、従業員から活発に提案が行われるよう

になり、これら提案を踏まえた製造現場での生産性向上の取り

組みが進む

Ⅳ．人が定着して活躍する職場をいかにして作るか
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３．これからの人事労務管理の着眼点

Ⅳ．人が定着して活躍する職場をいかにして作るか

～１９８０年代 １９９０年代 ２０００年代 ２０１５年ごろ～

人事労務管理の
基本姿勢 管理 人的資源への投資 資源の集中 多様性

組織と個人の位置づけ

組織と個人の関係を
表す言葉 ロイヤリティ エンゲージメント

「理想的な」心の状態を
示す言葉 モラール

フィット
内発的動機付け

上下（家長的から騎士的） 対等・パートナー関係

コミットメント

モチベーション

資料出所：金澤元紀氏（ピープルアナリティクス＆HRテクノロジー協会）作成資料
を一部改変。


